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2016a]によると，2015 年度の通信販売業の売上高は 6 兆 5,100 億円と
なり，10 年前の 2 倍を超える．この 10 年の平均成長率は前年比 6.9％
となっている．   
2012 年 4 月に発表された「経済産業省第１回産業構造審議会  流通
部会  審議用参考資料」 [METI 2012]によると，2011 年度の日本の小売




























は 4～5 年程度で衰退した．  





























































































































































































推計で 6 兆 5,100 億円となった．また，平成 27 年度我が国経済社会の情報化・
サービス化に係る基盤整備報告書[METI 2016]によると，日本の BtoC-EC 市場
規模は，13 兆 7,746 億円（前年比 7.6%増）となった．商取引全体に占める電子
商取引の EC 化率は，4.75％と（対前年比 0.38 ポイント増）である．2010 年度











2．1 通信販売を利用する顧客の不安点  
 
公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2014]が実施した Web 調査において， 
2013 年度中に 1 回以上ＰＣインターネット通販を利用した 1 都 3 県（埼玉，千
葉，東京，神奈川）在住の 20 歳～69 歳男女 2000 名に対して，インターネッ
ト通販の不安点を問うアンケート調査が行われた．その結果を，図 2-1 に示す．









同じく公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2016b]において，全国の 15 歳













出典： [JADMA 2014] 図表 28 に加筆  
 図 2-1 インターネット通販の不安点 
 
 
出典：[JADMA 2016b]図表 113 通信販売の長所の推移に加筆 
図 2-2 通信販売の最も重要な長所の推移 
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2．2 通信販売の決済方法  
 
































表 2-1 通信販売における決済方法と特徴  
決済方法  特徴  
①クレジット































②代金引換は，郵便局が 1896 年(明治 29 年)9 月代金引換郵便規則を制定し，同







[SEVEN 1995]が 1987 年 10 月に東京電力料金収納業務の取扱いを開始したこと
が最初であり，その 8 年後の 1995 年 6 月に通信販売代金の収納業務取扱いを開
始したころから徐々に普及し始めた．一般社団法人日本フランチャイズチェー
ン協会[JFAFC 2016]によると，コンビニエンスストアの 2015 年 12 月末時点の
店舗数は 5 万 3,544 店であり前年比＋ 2.9％，1,510 店の大幅な増加となってい






























出典：[DSRI 2014]  封入タイプ帳票見本  































2.2.2 各決済方法の割合  
 
























出典：[JADMA 2016c] 図表 E18 代金回収時に利用している手段（複数回答
形式による） 
図 2-4 代金回収時に用意している決済方法 
 
  
出典：[JADMA 2016c] 図表 E19 代金回収手段（金額構成比） 




















2014年度(n=239)  89.1 87.4 72 64 49.4 10 15.9 5.4































2014年度(n=196)  27.8 27.7 24.6 11.3 5.7 0 2.8













2014 年度・2015 年度の通信販売業界全体の売上高は，推計でそれぞれ 6 兆















表 2-2 金額構成比より算出した各決済方法の売上高の推移 
                            単位：億円 



















2014  61,500  17,097  17,036  15,129  6,950  3,506 - 1,722  
2015  65,100  18,944  17,512  16,731  6,640  3,515 195 1,628  



















図 2-6 決済方法毎の購買イベントの発生タイミング  
 
クレジット払い  代金引換  前払い決済  後払い決済  







































管理し，経理上の売上は入金ベースで計上する事が多い．   
 




































図 2-8 各債権管理の段階における債権の定義 
 
付けない顧客リストに追加する．その後１年もしくは２年経っても支

























































2.4.1 通信販売開始当時の決済について  
 

























いる．不確実性は，継続的な管理を必要とする [RISMON 2012]．  
与信や信用リスクモデルに関する研究は，主に金融関連で行われて
いる .信用リスクモデルの評価方法に関する考察と比較において，様々
な信用リスクモデルの検証を行っている [Yamashita Kawaguchi Turuga 
2003]．日本政策金融公庫国民生活事業本部が蓄積している約 35 万件
の教育ローンデータを用いた信用スコアリングモデル [Hibiki Ogi Kido 
2010], 複数の銀行のプールされた住宅ローンのコンソーシアム・デー
タを用いたクレジット・スコアリング・モデル [Okumura Kagami 2012], 
日本政策金融公庫国民生活事業本部が保有する約 54 万件のデータを



















































































































































































































表 3-1 氏名を揺らし申込みをするケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
斎藤恵子  1 /21  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
松本和子  1 /21  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
斎藤恵子  2 /20  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
松本和子  2 /20  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  












表 3-2 建物の名前自体を揺らすケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
和田まり  3 /14  9550842213182  伊藤市鳥 2 -13 -18 コーポ吉田 2 号  8 ,820  Ｄ  










表 3-3 建物の特性を利用する複合ケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
松田まい  2 /22  886085369102  
大西市門脇字青葉西６９シテイコー
トＦ１０２  
6 ,500  Ｆ  












表 3-4 「字（あざ）」や「ノ」等，住所の特性を利用するケース   
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
中村夏美  4 /16  260156127  鈴木市道下ノ町 127  7 ,820  Ａ  
小林とも  4 /18  260156127  鈴木市道下町 12 7  8 ,820  Ｂ  












3．3 分析方法と結果  
 
 








3.3.1 検証データの構成  
 
本研究では，化粧品通信販売 A 社において 2012 年度に，顧客へ商
品を出荷完了した実際の受注データを標本として利用した．A 社は，


























場合，受注データから抽出し，受注 ID ごとに支払済債権 (a)か未払い
債権 (b)か調査し，それぞれ件数と金額を集計し調査した．  
次に，3-5 で集計した結果を基に，表 3-6 のように，支払済債権 (a)
と未払い債権 (b)で抽出された件数を除算し記述率を算出した．その後，
未払い債権 (b)の記述率から支払済債権 (a)の記述率を除算し，倍率の算













表 3-5 特徴毎の集計事例  
受注ＩＤ  受注日  住所  支払い状況  
金額
（円）  
84252●●  2012/8/・・  南区吉田 55-4●●様方  支払済債権 (a)  6,800  
79184●●  2012/10/・・  中央区南町 9-25●●様方  支払済債権 (a)  10,800  
80583●●  2012/5/・・  中央区南町 9-25●●様方  未払い債権 (b)  22,260  
77962●●  2012/8/・・  北区木下 256●●様方  支払済債権 (a)  14,800  
79509●●  2012/10/・・  桜町荒井字山 3-37●●様方  支払済債権 (a)  10,815  
80841●●  2012/1/・・  富士町日沖 968●●様方   支払済債権 (a)  12,020  
82158●●  2012/2・・  藤市御先 12-2●●様方  支払済債権 (a)  15,325  
84782●●  2012/3/・・  荒井町上田 41-2●●様方  支払済債権 (a) 9,630 
79996●●  2012/6/・・  野田町上原町 20-1●●様方  支払済債権 (a) 13,170 
81722●●  2012/6/・・  西区広瀬 232●●様方  支払済債権 (a) 10,080 
84692●●  2012/7/・・  寺町 4-1-3●●様方  支払済債権 (a) 16,065 
76952●●  2012/8/・・  住吉町深沢 38-1●●様方  未払い債権 (b) 26,800 
77409●●  2012/10/・・  中野区 4-9-4●●様方  支払済債権 (a) 22,260 
78017●●  2012/12/・・  秋葉区 5-26-3●●様方  支払済債権 (a) 14,800 
80559●●  2012/3/・・  田崎町 3-21-4●●様方  支払済債権 (a) 10,815 
集計  
支払済債権 (a)  13 件  167,380 
未払い債権 (b)  2 件  49,060 
合計  15 件  216,440 
 
表 3-6 記述率の算出  
  支払済債権 (a)  未払い債権 (b)  Total  
倍率  
(b) / (a)  
標本数 (c)万件  28.50  1.60  30.10    
様方抽出数 (d)万件  0.18  0.01  0.19    






















表 3-7 支払済債権と未払い債権の氏名表記項目の記述率比較  
氏名表記項目  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1：カタカナのみ  0.4759%  0.6765%  1.4214  
2：ひらがなのみ  0.0644%  0.3031%  4.7055  
3：カタカナ＋ひらがな  0.1769%  0.8081%  4.5682  
4：カタカナ＋漢字  0.0617%  0.0476%  0.7718  









「東弘樹」は 3 文字としてカウントし，「あずまひろき」は，6 文字と
してカウントした．日本の姓の全国順位データベース（静岡大学情報
基盤センター） [Shizuoka 2011]よると，  24,706 位までの苗字の平均文
字数は 2.09 文字であった．集計の結果から，氏名の文字数ごとの倍率
は，平均より少ない文字数の場合に高くなることが判明した．   
 
表 3-8   支払済債権と未払い債権の氏名文字数項目の記述率比較  
氏名の文字数  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1 0.0006% 0.0006% 0.9767 
2 0.2558% 0.4991% 1.9508 
3 12.3749% 14.8433% 1.1995 
4 61.5951% 40.9174% 0.6643 
5 29.7913% 19.1038% 0.6413 
6 2.7607% 3.6786% 1.3325 
7 0.4285% 0.1451% 0.3385 
8 0.0889% 0.1108% 1.2471 
9 0.0268% 0.0099% 0.3686 
10 0.0059% 0.0017% 0.2930 
11 0.0042% 0.0000% 0.0000 
12 0.0036% 0.0000% 0.0000 
14 0.0006% 0.0000% 0.0000 
15 0.0018% 0.0000% 0.0000 









「右」，等が存在する．それぞれの表記事例を，表 3-10 に記載した．  
 
表 3-9   支払済債権と未払い債権の住所特徴表記項目の記述率比較  
住所特徴表記項目  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1：●●方  0.3256% 2.5057% 7.6968 
2：左  0.2196% 0.3177% 1.4464 
3：右  0.2550% 0.1447% 0.5675 
4：左右計  0.4746% 0.4624% 0.9742 
5：室のみで終了  0.0038% 0.0172% 4.5889 
6：管理人室  0.0009% 0.0077% 8.8379 
7：内  1.3573% 2.7127% 1.9985 
8：Ｆ  0.8716% 2.8353% 3.2531 
9：階  0.4494% 1.3177% 2.9324 
10：．【ピリオド】  0.2300% 0.5789% 2.5167 




2.0171% 11.4298% 5.6664 
13：字  3.3928% 4.0214% 1.1853 
14：ノ  1.0024% 1.7873% 1.7830 
15：中央  2.0321% 2.7703% 1.3633 
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表 3-10  住所特徴表記揺れ事例  
項番  事例  
1 ●●市 1-4-3 山田太郎様方  
2 ◆◆市 2-6-14◆◆荘  A-2F 左側  
3 ▲▲2-8-2 コーポ緑山 2F 右  
5 ★★4-15-13☆☆プレイス  Ⅱ202 室   
6 ○○市 5-17-22 グリーンハイツ管理人室  
7 ■■3-18-1□□商事内  
8 △△1-6-1▽▽ハイツ  1F2  
9 ◎◎市〇〇2-15◎◎アパート 1 階   
10 □□4-6-26．  1-206 
11 ☆☆1 - 5 - - 26  
12 ■◆2-3-4 203 グランドハイツ  
13 △▲市●× 字  ◎◎ 52 
14 ●○市□□ ノ ◎◎ 2 





3．4 記述率の標本誤差  
 
 
本研究は，A 社 1 社での調査であるため，一定の範囲で誤差が含ま
れている可能性がある．そのため，下記公式より，記述率の誤差を求
めた．本研究においてテキストマイニングの手法により抽出するため
の標本数は，2012 年度の後払い受注データ約 302,000 件である．A 社
の顧客年齢層は，30 歳～69 歳が約 85%を占める．しかし，年齢が不明
な顧客の割合が約 10％弱存在する．年齢が判明している顧客の内約














※ｐは 0.5 のとき最大となるため，計算では 0.5 とする．  
 
A 社の顧客の 95%は，30 歳~69 歳であるため，母集団は総務省
[SOUMU 2012]の【総計】平成 24 年住民基本台帳年齢階級別人口（都
道府県別）より，日本に居住する 30 歳~69 歳の年齢の人口を集計し表
3-11 に示した．  







表 3-11 2012 年 3 月日本の年齢別人口統計  
性別  計  男  女  
総数  126,659,683 61,842,865 64,816,818 
0～4 歳  5,339,500 2,738,160 2,601,340 
5～9 5,515,526 2,826,106 2,689,420 
10～14 5,923,078 3,035,613 2,887,465 
15～19 5,997,315 3,066,721 2,930,594 
20～24 6,251,060 3,195,671 3,055,389 
25～29 7,171,405 3,664,309 3,507,096 
30～34 7,971,297 4,075,927 3,895,370 
35～39 9,534,098 4,868,476 4,665,622 
40～44 9,328,046 4,751,300 4,576,746 
45～49 7,942,267 4,020,698 3,921,569 
50～54 7,554,009 3,797,454 3,756,555 
55～59 8,032,145 4,005,074 4,027,071 
60～64 10,425,082 5,135,248 5,289,834 
65～69 7,802,984 3,740,213 4,062,771 
70～74 7,193,287 3,342,545 3,850,742 
75～79 6,094,347 2,659,723 3,434,624 








































































表 4-1 注文情報の項目  
注文者情報  




⑤その他 年齢・性別など  
送付先情報  






















































表 4-2 与信チェック項目数 
項目名 基本ルール数 応用ルール（事業毎） 
住所 30  
名前 14  
メールアドレス 8  
電話番号 10  
商品 5  
金額 2  
顧客ステータス 10  
登録情報 3  


















する．チェックポイント学習法については，4.3 節で解説する．   
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価の 2 つの過程で実施する． 
 



















































の 2 つの操作とみれば，削除と挿入に対して置換は重み 2 とするなどである． 
本研究では，リーベンシュタイン距離の算出方法として，第１段階の操作対象
を形態素とした．また，重みはシソーラス辞書における意味的な類似度とした
[Yamaguchi 2003]．さらに第 2 段階として，文字を操作対象として距離を算出し
た．第 2 段階においては 4.2.1 項で示すカタカナや英字，数字の統一処理も距離
算出の要素とした． 
本研究で提案した表記の異なり度合いの評価方法を用いて，ダミー住所に対








表 4-4 住所名寄せ手法による表記の異なり度合いの評価事例（ダミー住所） 
類似度 氏名 都道府県 市区町村 町名 番地 建物名 
- 杉村泰介 香川県 善通寺市 仙遊町 3-1   
85 長瀬結花 香川県 善通寺市 仙遊町 3-1-5   
- 都築瑠衣 大阪府 堺市南区 別所 4-11-11 別所パール 3004 
90 中島御喜家 大阪府 堺市南区 別所 4-11-1 別所パーク 304 
- 古谷弥太郎 滋賀県 長浜市 新庄馬場町 4-3-1 パレス新庄馬場町 413 
93 大河原直治 滋賀県 長浜市 新庄馬場町 4-3-1 カレス新庄馬場 4F3 
- 山口咲良 高知県 香南市 香我美町上分 3-1-3 香我美町上分ランド 302 
96 石山満雄 高知県 香南市 香我美町上分 3-1-3 香我美町上分ランド 3F2 
- 高梨嘉子 鹿児島県 南九州市 川辺町永田 3-11-20 永田町ステーション 32 
96 濱田善之 鹿児島県 南九州市 川辺町永田 3-11-20 川辺町永田ステーション 302 
- 杉村啓之 岐阜県 大垣市 小泉町 1-8-15 パークスナイン 
100 大村芳雄 岐阜県 大垣市 小泉町 1-8-15 パークナイン 
- 西川文香 鳥取県 八頭郡智頭町 大背 3-14 ビレッジ大背 209 
100 今西由真 鳥取県 八頭郡智頭町 大背 3-14 ヴィレッジ大背 209 
- 笹川藤子 宮崎県 宮崎市 糸原 1-12-13 リバーサイド糸原 109 






4．3 チェックポイント学習法  
 
 
4.3.1 パトリシアトライ   
 





































“カシオＧショック ”という文字列に対して，全 2 文字連接を取り，
トライを構築する．この状態が図 4-1 (a)となる．その後，全３文字連
接を取り (a)に追加，以降，全 4 文字連接，全 5 文字連接と順に連接文
字列を長くしていき (a)に追加していくと，最終的に図 4-1 (b)の状態と
なる．次に，図 4-1 (b)上に “Ｇショック ”を先と同じ手順で追加する．“Ｇ
ショック ”自体が “カシオＧショック ”の部分文字列となっているため，
図 4-1 (b)の太線部分となり完全に重なった形になる．続いて，図 4-1 (b)
上に “Ｇ－ shock”を先と同じ手順で追加する．図 4-1 (c)の上 4 行目のエ
ッジには既に ‘Ｇ ’はあるので，‘Ｇ ’の後に枝分かれして “－ｓｈｏｃｋ”
の枝が追加される．それ以外は  “－ｓｈｏｃｋ”に対する部分文字列の








体に区切り，図 4-1 (e)に示すパトリシアトライを完成させる．  
このパトリシアトライより，キーワードとしては｛ “カシオ ”，“Ｇ ”，
“ショック ”，“－ shock”，“カシオＧ ”，“Ｇショック ”，“カシオＧショッ


















カ  シ     カ  シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク  
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の期間に 3 回から 6 回程度の督促を行う．その後に，弁護士などへ債権回収の











































注文処理  注文 D.B. 
注文 情報 評価 シ ステ ム  
注文 評価 指標 デ ータ  
入金管理  




図 4-3 債権評価方法の評価の流れ  
 
4.4.2 評価方法  
 
まず，実験環境について記す．  






注文を抽出した．未払いリストとの住所照合結果 estad d は，式（4-１）
にて数値化し評価する．  
 
                                                   
1 ご協力いただいた通信販売事業者のご意向により，実験期間の公開は不可  
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た．1 ヶ月以上以前の注文は，係数 3 とした．  

















電話番号に関しては  自宅電話，携帯電話，IP 電話の分類のみを行い，
入金率の悪い IP 電話のみ上記と同じ評価点の算出方法で算出した．  











め，√n を乗算することとした．  
 










なった．評価値の分布を図 4-4 に示す．多くの注文の評価値は 0.3 前後
となっている．評価値が 0.5 以下の注文で，全注文の 70%を占めた．




図 4-4 評価値の分布  
 
 





























































































































































































公益社団法人日本通信販売協会 [JADMA 2016c]会員取扱商品上位 3
位の商品カテゴリーとして，1 位  健康食品・食料品 46%，2 位化粧品・
美容・健康・医薬・医療 42.6%，3 位食料品（健康食品，地方特産品・

















































































そのため，出荷後 20 ～40 日で督促対象者の判定を行い，入金になる
まで一定の期間を置き，3～6 回の督促を行う．その後入金がなければ，
一部の通信販売事業者では弁護士などに代金回収を委託する．1～2 年






5.2.2 後払い決済にかかるコスト  
 
後払い決済にかかるコスト計算については複雑である．何故なら，

























表 5-1 請求・再請求にかかる一般的な費目一覧  
費用科目  単位  請求  
再請求（督促）  
成果報酬  
封書  ハガキ  
資材  
払込用紙  1 枚  10 円  10 円  50 円    
封筒  1 枚    5 円      
作業  
封入封緘  
1 回  
  
5 円  
    
データ抽出        
印字        
付け合せ        
局だし  1 回    5 円      
郵券  1 回    82 円  52 円    
弁護士          30～50％  




















表 5-2 後払い決済に掛かるコスト計算  
項目  記号  内容  総数の計算  
出荷件数  (sn)   




総払込用紙費用  (h)  用紙代＋封入封緘  𝑆𝑁𝐻＝ (𝑆𝑁 ∗ ℎ) 
出荷金額  (sa)   




入金件数  (pn)   




総決済手数料  (k)  月間基本手数料＋決済
手数料  
𝑃𝑁𝐾 = (𝑃𝑁 ∗ 𝑘) 
入金金額  (pa)   




督促状発送件数  (rc)   






(t )  用紙代＋郵券代＋封入
封緘＋局だし＋抽出に
掛かる費用  









貸倒額  (cl )   




手数料率   (cr) 総費用÷総出荷金額＝
1 件当たりの手数料率  
𝐶𝑅
=
𝑆𝑁𝐻 + 𝑃𝑁𝐾 + 𝑅𝐶𝑇＋𝐿𝐶 + 𝐶𝐿
𝑆𝐴
 










5.2.3 検証データの構成  
 
督促の効果を測定するためには，支払期日を超えた一定期間におい
て，顧客の自発的入金率の変化を測定する必要がある．   
本研究では，化粧品通信販売事業者Ａ社において 2012 年 9 月 1 日～
2014 年 8 月 31 日の間に，顧客へ商品を出荷完了した実際の受注デー
タ（受注データ 100 万件弱）を利用した．なお，A 社より提供された
データには，約 3 ヶ月督促状発送を停止した 10 万件が含まれるとても























表 5-3 提供データの概観 
支払方法  受注件数（千件） シェア（%） 
クレジットカード 629 22.0% 
振込振替 962 33.6% 
代引き 1,270 44.4% 
合計 2,861 100.0% 
 
 
5.2.3 累積入金率の推移  
 
A 社より提供されたデータには，約 3 ヶ月督促状発送を停止した 10
万件の受注データが含まれている．その為，同様のデータを，他社か
ら受領できないとても貴重な受注データである．受注データの属性項
目を表 5-4 に示す．  
A 社の督促サイクルは，未払が続けば最大 3 回行うことになってい
る．図 5-1 の A 社の督促管理フローに示すとおり，督促１は，出荷日
から 21 日～30 日経過しても支払われなかった債権を抽出し督促状を
発送している．督促 2 は，出荷日から 41 日～50 日経過しても支払さ
れなかった債権を抽出し督促状を発送している．督促 3 は，出荷日か















購入金額 1 受注ごとの合計金額 
入金日 顧客がコンビニや郵便局で支払をした日 
督促日 督促状データを作成した日（通常 1～3 回程度） 



















    
























日数が 35 日目にそれぞれの累積入金率の間で 2％の差が生じる．35 日
目以降 85 日目までの累積入金率の伸びは，自発的入金も督促入金も
















図 5-4 累積入金曲線からの分析評価結果  
 




























それぞれの分布の概要を，図 5-5，5-6 に示す． 
 
 





図 5-6 何らかの事情で支払期日までに入金できない顧客の分布  
 









をたて，3 社より協力を頂き，データの分析を行った．  
A 社・B 社・C 社ともに通信販売の化粧品会社である．A 社の顧客









図 5-7 A 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
 
図 5-8 B 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31
出荷月 201510_201605 奇数支払月 
出荷月 201510_201605 偶数支払月 
01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31






図 5-9 C 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
この結果，3 社ともに偶数月の 15 日に支払が集中している事が判明









01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31
C社出荷月 201508_201607 奇数支払月 
C社出荷月 201508_201607 偶数支払月 
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数は，累積入金率 y とし説明変数は，出荷後の経過日数を t とし式 (5-1)
で表す．  
 
y = 𝐹0(𝑡) ...................................................................... 式 (5-1) 
 
督促を日数𝑋𝑐に行った以降の累積入金率を𝑦[𝑋𝑐]とし説明変数として
督促日𝑋𝑐を加え式 (2)とする．  
 
𝑦[𝑋𝑐] = 𝐹𝑐(𝑡, 𝑋𝑐)................................ .............................. 式 (5-2) 
 
累積入金率は，日数 t = 1 から t = Xcの期間において式 (5-1)で表し，
日数 t > Xcにおいて式 (5-2)で表す．  
回帰分析とその検証のため，督促を行った日別にデータを分け，出
荷件数が 6 万件を超えるデータをモデル作成用と検証用に 4 群抽出し
た．抽出したXcの値は，21 日，22 日，24 日，26 日であり，そのデー
タ群を X21，X22，X24，X26 として識別し表 5-5 に示す．回帰分析と
その検証をランダムに行う為に，抽出したデータ群に Number を付け
た．Number の奇数 X21，X24 の 2 組をモデル作成に用い，Number の













5.3.1 回帰分析の方法と回帰式の選択  
 
5.2.3 で示した累積入金率のグラフである図  5-2.と図  5-3.から，容易
に線形式での回帰が困難であることが解る．よってここでは非線形回
帰分析を用いた．回帰式として実験の結果から遅延 S 字型と呼ばれて
いる式 (5-3)の適合が良いことされる．遅延 S 字型の関数は，ソフトウ
ェアテストにおけるバグ死滅曲線として使われている．適合の判定に
は AIC（赤池情報量規準） [Akaike 2007]を用いた．  
 
y = 𝑎(1 − (1 + 𝑏𝑡)𝑒−𝑏𝑡) .................................................. 式 (5-3) 
 
式 (5-3)の値は 𝑡 = ∞において飽和し a となる．b は係数であり， b を
選ぶことによって求める𝐹0(𝑡)を時系列として回帰することができる．
回帰分析の方法は，統計ソフト R の nls(Nonlinear Least Square)を用い
た．  
 
5.3.2 督促日までの回帰分析  
 
表 5-1.の X21 と X24 の２組について非線形回帰分析により式 (5-3)
の係数 a,b を求めた．得られた係数を表 5-6 と表 5-7 に示す．非線形回
表 5-5  データの概観 
Number 1 2 3 4 
Data name X21 X22 X24 X26 
Day of claim 21  22  24  26  




表 5-7 X24 における係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.881 0.00595 148.1 <2e-16 *** 
b 0.314 0.00547 57.56 <2e-16 *** 
 
帰分析における X21 の AIC は -130, X24 における AIC は -124 であり，
共に有意水準は 0.001 であった．観測値と回帰式による予測値のグラ









X21 から得られた回帰式は次式(5-4)である．  
 




𝑦 = 0.881(1 − (1 + 0.314 𝑡)𝑒−0.314 𝑡 .................................. 式 (5-5) 
 





表 5-6 X21 における係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.877 0.00417 210.2 <2e-16 *** 












































𝑡𝑐 = 𝑡 − 𝑋𝑐を用いて式(5-6)を定義する． 
 
𝑦[𝑋𝑐] = 𝐹𝑐(𝑡, 𝑋𝑐) = 𝐹𝐶(𝑡𝑐) ..................................................... 式 (5-6) 
 
式(5-6)は，出荷後の日数が𝑋𝑐 + 1以降でかつ 2 回目の督促が行われるまでとす
る．その結果，式(5-6)の回帰式として式(5-3)を用いることができる．  
督促日までの回帰分析と同様に，表 5-4.に示した観測値の X21 と X24 の２組
について，督促日以降の非線形回帰分析を行い式(5-3)の係数 a,b を求めた．得ら
れた係数を表 5-8 と表 5-9 に示す．非線形回帰分析における X21 の AIC は-365, 
X24 における AIC は-351 であり，共に有意水準は 0.001 であった．観測値と回





表 5-8 X21 分析後得られた係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.789 0.00684 115.38 <2e-16 *** 










X21 から得られた督促日以降の累積入金率の回帰式は式(5-7)である．  
 
𝑦[𝑋21] = 0.789(1 − (1 + 0.284 𝑡𝑐) 𝑒
−0.284𝑡𝑐  .............................. 式 (5-7) 
 
X24 から得られた回帰式は式 (8)である．  
 
𝑦[𝑋24] = 0.765(1 − (1 + 0.278 𝑡𝑐) 𝑒
−0.278𝑡𝑐  .............................. 式 (5-8) 
 















図 5-12 X21 督促日以降の予測値のグラフ  
表 5-9  X24 分析後得られた係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.765 0.00650 117.68 <2e-16 *** 




















5．4 モデルの適用と評価  
 
 
本章では，回帰分析で得たモデル式(5-4)( 5-5)( 5-7)( 5-8)について，モデル作成
に用いたデータ群とは別のデータ群を使って評価を行う．具体的には表 5-4.で示
した観測値 X22，X26 に対してモデル式による予測と比較を行う． 
 
5.4.1 督促日までのモデル式評価   
 
観測値 X21 から得られた回帰式(5-4)と，別の観測値 X22 とを比較し，回帰式
の適合について調べる．図 5-14 に観測値 X22 と回帰式(5-4)のグラフを示す．回
帰式と観測値との残差を求め，箱ひげ図として図 5-15 に示す．図 5-15 には，比
較のため回帰式の入力となった観測値 X21 と，適合を調べる観測値 X22 と X26
の残差についても示した． 
図 5-14 と図 5-10 を比較して差は見当たらない．図 5-15 に示した残差の分布
において，最小２乗法で求めた X21 の残差と， X22 と X26 残差の中央値はそれ
ぞれ，𝑋21 = 0.00107, 𝑋22 = 0.00652, 𝑋26 = −0.00977であり，この値は，X22
の分析区間における平均値:0.626 の 1%から 1.5%の範囲であり，実用上，十分な
適合であると言える．観測値 X24 から得られた回帰式(5-5)についても同様であ
り，残差の中央値は𝑋22 = 0.00581, 𝑋26 = −0.0110であり，X24 の分析区間に










































5.4.2 督促日以降のモデル式評価   
 
観測値 X21 の督促日:21 日以降のデータから求めた回帰式(5-7)と，別の観測値
X22 とを比較し，回帰式の適合について調べる．図 5-16 に観測値 X22 と回帰式
(5-7)のグラフを示す．回帰式と観測値との残差を求め，箱ひげ図として図 5-17
に示す．図 5-17 には，比較のため回帰式の入力となった観測値 X21 と，適合を
調べる観測値 X22 と X26 の残差についても示した． 
図 5-16 と図 5-12 を比較して差は見当たらない．図 5-16 に示した残差の分布
において，最小２乗法で求めた X21 の残差と，X22 と X26 の残差の中央値はそ
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